









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　こういうことを言うのは、1970 年代ぐらい――早くは 60 年代にも――にも、イギリスでは、「イ
ギリス衰退論」とでもいうべき議論が騒がしくなって、サッチャーが出てくる背景になっていきます。
イギリス経済はだめになった、何でこんなに衰退したのかという議論が延々と行われるわけです。し
かも、この論争の中心にいたのは歴史家です。政治家、評論家もいれば、経済学者や政治学の人だと
か、文学研究者なども加わっていますが、何十年にもわたる大論争になる。イギリスが衰退している
という議論はずっと前からあるのですけれども、社会全体で大騒ぎになったのは 1960 年代の終わり
ぐらいからあとです。いわゆる「イギリス病」がいわれた時代のことです。
　細かいお話をする時間はありませんが、最も注目されたのは、年齢的にも私とほぼ同じ世代のアメ
リカ人の歴史家、マーティン・ウィーナーが出した議論でした。イギリスでは第三次産業というか、
要するにロンドンのシティで活動している人たちが大きな力を持ってしまった。このことがイギリス
衰退の原因である。産業革命はイギリスがやったのに、イギリスの工業が全然だめになってしまった
のは、シティが力を持ち過ぎたのだということです。ウィーナーによるとシティの基本的な価値観は、
地主のイデオロギーであった「ジェントルマンらしさ」Gentility というか、ジェントルマンのイデ
オロギーであるということです。
　彼の議論を批判した W・D・ルービンステインは、一枚のグラフを書いていますが、それは、要す
るに、イギリスの所得税の査定で第一級の所得税を収めている人たちがどこに住んでいるかという統
計です。工業の中心であったランカシアなどと、シティを中心とするロンドン周辺の比較です。後者
は、シティとその周辺で、弁護士だとか、お医者さんだとか、そういう人たちもたくさんいたと思い
ますけれども、おおかたはシティの金融関係者です。前者は、中部・北部の工業地帯です。つまり産
業資本家たちです。
　このグラフをみると、次のような事実がただちに読み取れます。すなわち、イギリスでは、第一級
の所得税を払っている人たちのなかで、産業資本家、つまり工場経営者が多数になることはついにな
かった。そんなことは、一度もないのです。19 世紀のはじめには、ずっと両者の差が縮まっていき
ます。ロンドン、つまり、シティの比率が下がっていって、工業地帯の比率が上がっていく時期があ
ります。まさに、産業革命時代です。しかし、両者はついに逆転することはなく、1850 年代以後、
トレンドは逆転してもとに戻っていくわけです。
　つまり、イギリスでは、結局、一貫してシティが力を維持していたということです。お金を大量に
持っていて、（これは動産ですが）、これを貸し付けることが主要な経済活動になっている。地代・金
利生活者たちの世界です。そういう意味では、18 世紀の地主層ともつながっているわけで、だから
シティは、ほんらい地主のものであったジェントルマン的価値観の「保管庫」となっていくのです。
　他方、シティは、国内の産業資本家には、資金をほとんど提供していない。ロンドンのシティとい
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うのは、はじめから世界を向いていて、例えば日本の産業革命には資金を提供しても、また、南アフ
リカの鉱山を開発するためには投資をしても、ヨークシャーで綿織物業を始めますというような人は
相手にしない。それは、全然レベルが違う。だからイギリスの経済は、もともと中部・北部の製造工
業と、国際経済のなかにあるシティとに分かれた二重構造になっていた。しかも、そのなかでは、ジェ
ントルマン的な、シティ的なものが圧倒的に優越していく。
　こうして、ルービンステインは、イギリスはせっかく産業革命を起こしたのに、工業が衰微してだ
めになってしまったのだというウィーナーの学説に対して、イギリス経済はもとから「ジェントルマ
ン資本主義」で、工業利害が優越したことなど一度もなかったのだ、という主張をしました。ただ、
両者ともに、20 世紀イギリスの経済が、「ジェントルマン資本主義」的になっているという点では、
意見が一致していたことになります。この議論は広く受け入れられて、それを背景にしてサッチャー
が「改革」の必要性を主張するというかたちになっていきました。ジェントルマン的な価値観は脱却
しなければならない。市場原理にもとづく、本来のブルジョワ革命――17 世紀のそれは、「早熟すぎた」
ので――を達成しなければならないし、資本主義の原理を全うする「正しい」産業革命――18 世紀
末のそれは、やはり電力も化学的な技術も使わない、石炭と蒸気の時代だったので、「早熟すきだ」
――も果たさなければならない。という話になっていくのです。
　実際に行われたサッチャー改革は、いわゆる「ビッグバン」によって、逆にシティを強化すること
になってしまいました。製造業を発展させることも、シティをつぶすこともできなかったわけですけ
れども、シティの性格は一変し、もはやそこは「ジェントルマン的価値の保管庫」ではなく、「ウィ
ンブルドン現象」とよばれるほど無国籍的な、「経済合理主義」の巣となっていったのです。
　ところが、21 世紀に入って、現在、このイギリス衰退論争というのは急激に下火になって、イギ
リスは衰退していないという議論のほうが普通になってしまいます。イギリスは大丈夫ですというよ
うな話になっているのですが、それは一体なぜでしょうか。
　ひとつのからくりは、シティが元気ならいいじゃないですか、第三次産業でなぜ悪いのですか、と
いう議論です。イギリス衰退論は、一般的には、「イギリス工業の衰退」を問題にしていたのですが、
第三次産業が重要だとは、すでに 17 世紀にペティが言っているではないですか。工業が重要だ、も
のづくりが重要だというふうに考えるから、イギリスが衰退しているという議論が出てくるのだけれ
ど、第三次産業でやっていくというのは、もともとオランダがやっていたことではないですか。それ
に、シティは非常に元気ですよ、というわけです。こういう議論は、「陽はまた昇った」という印象
をつよく打ち出しているともいえます。
　この言説にはいろいろ裏もありますし、難しいことがあると思います。私は、シティ自体が非常に
変質し、イギリスの伝統的なジェントルマンの世界ではなくなっていると思いますし、ウィンブルド
ン現象もあって、あれはイギリスの一部なのかどうかも、わからなくなってきています。しかし、衰
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退論争が終息していった最も大きな論拠というのは、第三次産業でいいじゃないですか、というそこ
のところなのです。
　「成長パラノイア」がなくなったのかどうかというのは、とても難しい問題で、やはりイギリスは、
いまでも経済成長しないとまずいというところはあるわけだから、第三次産業で経済成長しようとし
ているのだというべきでしょう。
　だから、そのことに対する批判はずっとあるわけで、1960 年でしたか、ローマ・クラブが最初に
成長の限界みたいなことを言い始めて、1974 年に、『ゼロ成長の社会』と日本語で訳され論集が出て
おります。生産性本部が訳した珍しい本ですが、そのなかで、イギリスの経済学者ミシャンが、つぎ
のようなことを書いています。私のいう「成長パラノイア」には、二つ問題がある。ひとつは、資源
とか、エネルギーとか、環境とかいう問題を考えると、このまま経済成長をずっと続けていけるはず
がない、という。
　ただし、この問題は昔から考えられている。イギリス人は、いつか成長が止まるのではないかとい
う心配をずっとしてきたわけです。それがとてもはっきりしているのは、古典派経済学です。古典派
経済学のなかでもリカードには、いつか「定常状態」に陥る可能性があるという見方がありました。
理論的に考えていくと、経済はどこかで定常状態、均衡状態になってしまって発展しなくなる。これ
は非常に怖いので、これをどうしたらいいかということが、彼をはじめとする古典派経済学の基礎に
あったわけです。
　そういうこともありますし、あるいは食糧資源がなくなるという話は、マルサスが有名ですが、もっ
と後になると石炭がなくなるという話もありましたし、今は石油がなくなるとかいう話をいろいろし
ているわけですが、こういう議論がずっとあります。
　この問題についての一番新しい状況は、近代世界システムがグローバルになってしまって、地球全
体を覆ってしまって、これ以上地理的には拡大する場所がないという状況です。だから、これ以上、
食糧、原材料やエネルギーの問題で、もう経済は拡大できなくなっていくだろう。成長しなければい
けないなどと言っても、それは不可能になるのではないかという問題が、ひとつあるわけです。
　しかし、もうひとつミシャンが言っているのは、成長は幸福の指標であるのかどうかということで
す。経済成長というのは、何なのか。これは私がずっと前から気になっているところで、今日お話し
しましたことで言いましても、実際は家庭の中とか農村共同体の中で自給されていたものが商品化さ
れると、それは経済成長したことになる。自給は生産ではない。生産主義で考えていくからそうなっ
ていくのです。つまり、商品を生産する活動は生産活動であるけれども、何かサービスであれ、物で
あれ、自給していく活動は生産ではないという。そういう前提があって、近代の経済学というのは成
り立っていますので、成長というものは必ずしも幸福には結びつかない。成長というのは一体何なの
だという、そこはミシャンが指摘しているところであるわけですが、そういうことを考えていくと、
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産業革命というものも、だいぶ違った面で見ることができるのではないか、と考えているわけです。
　16 世紀から現在ぐらいまでの経済史というものが、消費とか、都市化とか、生活の商品化とか、
商業化とかいうキー・タームで、ある程度解き明かすことができるのではないか。そんなところでご
ざいます。
